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概要	 本研究では、公共図書館受託事業について、受託事業者の人事制度や研修制度の現
状についての分析を行い、受託事業者における人事制度、資格制度の創設、インセンティ
ブ条項について提案する。スタッフの安定的な雇用とそのスキルアップについて考えてい
くと、辿り着いた結論は図書館員の知識とスキルを証明する資格制度を新たに創設するこ
とであった。図書館員の専門性を社会的に認知させ、図書館の地位を向上させていくため
にも、図書館員のグレードを示す資格制度は必要不可欠である。 
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１	 はじめに	 
1.1	 受託事業の現状	 
公共図書館の受託事業の現状について述べる。こ
こで述べる受託事業とは、業務委託、指定管理者
制度、PFI などアウトソーシング全般である。	 
2010 年の調査報告であるが、「全業務を行政が
直営」で運営している図書館が全体の 70.8％、「一
部を民間業者等に委託」が 18.9％、「全業務を民
間事業者等に委託」が 5.7％となっている。1（公
立図書館 2,950 館に調査、1,838 館が回答）すで
にこの時期に（調査時期は 2009 年度）3 割が民間
事業者等に委託している。	 
文部科学省の「平成 23 年度社会教育調査中間報
告」によると、図書館 3249 館のうち 347 館が指定
管理者制度を導入していて、全体の 10.7％という
結果であった。2	 
また、図書館で勤務する職員の所属については、
以下のような変遷をたどっている。	 
2005 年	 専任職員	 	 	 	 	 	 	 14,302 名	 
非常勤・臨時職員	 13,278 名	 
	 	 	 	 	 	 委託・派遣	 	 	 	 	 	 2,360 名	 
2013 年	 専任職員	 	 	 	 	 11,172 名	 	 
（2005 年比約 78%）	 
	 
†	 大阪市立大学大学院創造都市研究科修士課程修了	 
	 	 	 	 	 非常勤・臨時職員	 15,954 名	 	 
（2005 年比約 120%）	 
	 	 	 	 	 委託・派遣	 	 	 9,731 名	 	 
（2005 年比約 412%）	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  
※「日本の図書館	 統計と名簿	 2005」3「日本
の図書館	 統計と名簿	 2013」4より 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1	 公共図書館職員数	  
	 ※「日本の図書館	 統計と名簿	 2005」5「日本の図書
館	 統計と名簿	 2013」6を元に作成 
 
2013 年度に図書館で働いている職員のうち、専
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任職員 11,172 名に対し、「非常勤・臨時職員」「委
託・派遣」合わせて 25,685 名であり、全体の 70％
を占めている。	 
図 2 は A 社の受託館数の推移である。2005 年以
降特に大幅に受託館数が増加していることが見て
とれる。	 
	 
	 
	 
 
 
 
 
 
 
 
	 
	 
	 
	 
図 2	 A 社の受託館数の推移	 	 	 	 	 	 	 	 	 
※坂本の論文中の図7に加筆し作成	 
	 
1.2	 受託事業の推移	 
公共図書館の受託事業の動きを概観する。1980
年代から 1990 年代前半にかけては、地方公社や財
団などへの管理を委託する動きがあったが、1990
年代半ば以降、地方分権、規制緩和の推進、「官か
ら民へ」の動きが加速することになり、民間企業
への委託が広がることになった。1999 年には「民
間活力等の活用による公共施設等の整備等の促進
に関する法律」（PFI 法）が制定され、2003 年 9
月には地方自治法の改正により、指定管理者制度
の適用が開始された。2006 年には「競争の導入に
よる公共サービスの改革に関する法律」の成立を
受け、市場化テストが本格的に実施されることに
なった。そうした行財政改革の方向性に景気の低
迷も合わさって、自治体が図書館業務の委託を検
討し始め、公共図書館の民間委託は年々その数を
増していった。民間開放を行うことの意義につい
ては、規制改革・民間開放推進会議による「中間
とりまとめ―官製市場の民間開放による『民主導
の経済社会の実現』―」8で総括しているので、長
くなるがここに引用する。	 
	 
（1）	 競争原理の導入を通じて民間の知恵と努
力が発揮されることにより、当該事業の
効率性・創造性が向上し、より多様で真
に国民の求めるサービスの提供等が可能
となる。	 
（2）	 社会環境が複雑化し、行政需要が変化・
拡大する中で、官は、真に官が行うべき
必然性がある業務に特化し、官内部にお
ける人的資源等の適正配分を達成するこ
と等により、行財政改革の実を享受する
ことができる。	 
（3）	 以上の課程で、民間の新しい知恵により,
新たなビジネスチャンスを創出して、需
要と雇用の拡大等、経済の一層の拡大を
図ることができる。	 
	 
民間委託への反論としては、例えば片山総務大
臣の「公共図書館は指定管理になじまない」とい
う言葉9が引用され、公共図書館は社会教育機関で
あり官で運営するのが当たり前というあるべき論
からくる反論である場合が多い。片山総務大臣の
この時の発言も、発言の趣旨は、行政サービスの
質の向上を目指した指定管理者制度がコストカッ
トのツールに使われていて、官製ワーキングプア
を生み出したことに対する懸念表明であった。例
えに用いられた施設が図書館であったために、反
論派の錦の御旗となったが、発言の趣旨から言え
ば、図書館の指定管理そのものを否定する発言で
はない。	 
また一方で「図書館での委託業務そのものは第
2 次世界大戦直後から始まっている」という小川
の分析10もある。日本図書館協会が受託先になっ
て、選書、収集、目録作成という公共図書館の根
幹業務を代行していたことを指している。その後、
この状態は長く続くが委託反対の声は上がってい
ない。	 
A 社は、1979 年に日本図書館協会の整理事業を
その 1 億円近い赤字を引き受ける条件で、出版界
の協力も得、発足した。ちょうどその頃は急速な
電算化が進んでいた時期でもあり、A 社は 1982 年
に書誌データの提供を始めることになる。同時に、
図書館への図書流通システムを構築し、図書館の
選書・発注から装備・納品に至るまでの一連の流
れを書誌データを基軸としたさまざまなシステム
によって一元化した。現在、A 社の書誌データは
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日本の公共図書館の 83％で使用されている。
（2014 年 4 月 1 日時点、日本の公共図書館 3,234
館のうち 2,715 館が使用。）11	 
そして、A 社は図書館運営業務を 1996 年の福岡
市立図書館での一部業務委託から始め、2004 年に
は国内初の PFI による図書館の運営（桑名市立図
書館※）を、また 2005 年には指定管理者制度によ
る図書館運営（北九州市立図書館）を開始した。
2014 年現在、公共図書館の 414 館を受託し、その
内訳は指定管理者制度館 219 館、PFI 館 4 館、業
務委託館 191 館となっている。	 
	 
※市と PFI 事業契約を締結した特別目的会社（A
社を含む 6 社が出資）から A 社が図書館運営
について業務委託をする形態となっている。	 
	 
1.3	 本研究の意義と目的	 
受託事業の現状については 1.1 の項で述べたよ
うに、年々その数を増しているが問題点も多い。
公共図書館で一部業務委託が始まった時以来、一
貫して「官」が運営すべきか？「民」が運営すべ
きか？という議論に終始し、本質的な議論がなさ
れてきていない。何が受託事業において問題であ
り、どうやってその解決を図っていくのかを考察
する必要がある。	 
受託事業において、受託企業に所属する図書館
員はその経験やスキルに見合った給与を得ていな
いのではないか、また十分な研修を受けていない
のではないかとの指摘がなされている。その点に
ついては、A 社の人事制度や給与体系、研修制度
を元に分析する。	 
これまで図書館員のスキルは個人に蓄積され、
マニュアルもないままに運営されてきた図書館が
大多数であった。職員の退職とともに館より失わ
れるスキルをいかに継承していくか、後継者をど
うやって育てていくかということに公共図書館で
はあまり注力してこなかったように見える。大学
図書館では委託がどんどん進み、このままではこ
れまで培ってきたノウハウを継承することができ
なくなると危惧し、受託企業のスタッフに必死に
なって教えたというエピソードを大学図書館関係
者から聞いたことがある。図書館員養成の問題に
ついては、図書館界全体の問題であろう。西村は、
「図書館のこれからの発展を目指そうにも、職員
の分断によりそれを望むことは不可能である。正
職員、嘱託、アルバイト、委託会社の職員がその
持てる力を結集して図書館の未来を創造するのは
困難である。」と書いている12が、困難であっても
不可能ではないはずである。	 
本研究では、受託事業についての問題点を明ら
かにし、受託事業者の人事制度と図書館員養成に
ついての提案を行う。また、受託事業価格の問題
点について考察し、インセンティブ条項について
提案する。	 
	 
2	 受託事業の現状分析	 
2.1	 人事制度と給与体系	 
A 社は図書館の受託が決まると、HP により地域
別にスタッフの求人を行う。13応募資格として、
司書資格や図書館実務経験、PC 操作、接客ができ
るかどうかを問うている。例えば、大阪市内では
一般スタッフは司書有資格者で時給 900 円（試用
期間中は 870 円）、司書無資格者は時給 880 円（試
用期間中は 850 円）となっている。週 5 日（1 日	 
～7.75 時間）勤務のフルタイムスタッフと週 3～5
日（1 日 4～7.75 時間）のシェアタイムスタッフ
がある。フルタイムスタッフとシェアタイムスタ
ッフの間での賃金格差はなく、業務内容が限定さ
れている場合にのみ、時給の差がある。責任者も
募集する場合があるが、その場合は月給制で、固
定の給与に役職手当が支給される。通勤費は非課
税限度内実費支給、有給休暇制度有り、社会保険
完備、社員登用制度がある。入社時は試用期間と
して、採用日から 2 ヶ月間の契約となり、その後
本契約となる場合は 3 月 31 日までの契約となる。
以降同様に 4 月から 3 月までの期間で 1 年間を基
本とした契約社員として雇用される。	 
また、人事考課は１年に 1 回あり、昇給や昇格
が検討される。人事制度に基づく昇格ステップ以
外に、責任者として指導育成に尽力したと認定さ
れた場合、正社員に登用される。また、管理職層
（チーフ）には 1 ヶ月分の賞与が年 1 回支給され
る。14	 
採用は本社の採用担当で一括管理しているが、
書類選考、面接、採用決定は各地域でエリアマネ
ージャー（担当地域内の複数受託館を包括的に管
理する立場であり、ほぼ正社員）と各館責任者（指
定管理館では館長の場合もある）が行っている。	 
現状の制度の問題点としては、以下の点が上げ
られる。	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（1）	 給与水準がサービス業アルバイトの水準で
ある。サービス業他社の求人を見てみると、
マクドナルドは大阪市内募集アルバイトの
時給は820円から850円15、ユニクロは1000
円から 1400 円16である。2012 年に調査した
際にはマクドナルドは 800 円、ユニクロは
900 円であった。最近の人員不足から、ユ
ニクロは契約社員を社員化するなどの人事
制度改革を行っている。受託事業スタッフ
給与については受託金額の問題と関連が強
く、事業者の努力だけではどうにもならな
い。三大都市圏の派遣社員の平均募集時給
は 1,523 円（2014 年 2 月）17であり、他業
種との給与格差はますます開いている。	 
（2）	 スタッフ・責任者ともに 1 年更新の有期雇
用である。自治体との契約が有期であるこ
とに起因する。スタッフには雇用に対する
不安があり、事業者には有能な人材が流出
するリスクが常にある。	 
	 
受託事業であってもなくても図書館業務は、人
的サービスに頼っている事業である。ということ
は、どのように有能なスタッフを雇用し続けるか
でしか、高度なサービスは維持できない。	 
特に責任者は安定的な業務を効率的に行い、自
治体との折衝、問題利用者対応などを行わなけれ
ばならない。優秀な人材が労なく集まり、かつ彼
らがモチベーションを下げずに働き続けられる雇
用環境を維持しなければ事業の継続も覚束ないこ
とになる。	 
	 
2.2	 研修制度	 
	 「公立図書館における図書館職員の研修に関す
る報告書」18によると、全国の公共図書館職員の
18.2％が調査時点からさかのぼる 3 年間に一度も
研修に参加していないと回答している。	 
A 社では自社で研修プログラムを用意し、全ス
タッフが 1 年に 1 回以上の受講が義務付けられて
いる。研修内容は飯野のレポート19に当時の内容
が詳しく書かれている。研修機会としては、入社
時研修、勤続年数に合わせたレベルアップ研修、
館内整理日に行う各館研修、責任者養成研修など
多数設定されている。研修方法も、必修である
MARC 研修を行う集合研修、e-ラーニングでも受講
できる専門講座、筑波大学院図書館情報メディア
研究科における「図書館経営寄附講座」の開催20な
ど多様な取組を行っている。	 
	 しかし、現状の研修制度の問題点としては、次
の点が考えられる。	 
（1）	 これからの図書館員にどういった能力が必
要なのか？とういう点について議論を深め
ることが必要である。	 
（2）	 企業が自社内で研修事業を行う際には、費
用対効果の面での検証が重要である。研修
に対する投資は回収できているか、投資し
た人材は流出していないかという問題の検
証も必要であろう。	 
	 
3	 人事制度についての提案	 
3.1.	 給与体系について	 
平成25年4月1日より改正労働契約法が施行さ
れる21が、それによると有期労働契約が 5 年を超
えて繰り返し更新された場合、労働者の申込みに
より、無期労働契約に転換することとなった。自
治体との受託契約期間に限りがあることから、単
純に無期契約となった場合実際に雇用を保証する
ことができるかどうか、と言う問題があるだろう。
ただ、人材はこの事業の中でもっとも大切な要素
であることを考えると、一自治体との契約更新が
かなわなかったとしても、優秀な人材を手放さな
いことが経営戦略的に有効であるはずである。	 
給与体系への提案としては、以下のようになる。	 
（1）	 異動が可能なフルタイムスタッフについて
は、できる限り無期雇用とする。後述する
ような資格体系により、採用も容易となる。
責任者層またはサービス部門の核となるス
タッフを育成する目的で雇用する。	 
（2）	 シェアタイムスタッフは地域限定採用また
は館採用とし、近隣に住む主婦層、学生を
雇用し、生活サイクルに合わせて働けるよ
う勤務シフトを工夫する。	 
	 
3.2	 ワークライフバランスに配慮した取組
み	 
A 社の雇用しているスタッフの男女比を見ると、
女性が 85％を占め、圧倒的に女性が多い。安定し
た受託事業運営の一つのポイントは女性活用であ
り、どれだけワークライフバランスに配慮した取
り組みを行えるかであろう。	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3.2.1	 女性活用の経済効果	 
2012 年 10 月に出された Chad	 Steinberg のレ
ポート22によると、「育児支援の面で最も寛大な政
策を採っている国は、出生率および女性労働参加
率が最も高い傾向にある。」という。以下、このレ
ポートの内容をまとめる。特に、「育児休暇政策と
育児への政府支出に関するものが、女性の高い労
働参加率と強い相関関係にある」こと、「スウェー
デンの育児に対する支出は、日本の 3 倍、韓国の
5 倍である。」ことを指摘している。また、「アジ
アの女性に関する他の顕著な面としては、女性管
理職が少ないことが挙げられる。米国では女性の
管理職が 43％であるのに対し、日本と韓国はわず
か 9％だ」という。高齢化社会になって生産年齢
人口が急激に落ち込んでいる状況において、その
状況を緩和する方策としては「十分に活用されて
いない層の労働参加率を高めること」で、日本の
場合はそれは女性である。「今後 20 年間で、日本
が、女性の労働参加率を現在の 62％からイタリア
という例外を除く先進 7 カ国グループ（Ｇ７）の
水準である 70％に引き上げた場合、一人当たりの
GDP は 5％上昇する」という。「さらに、女性の労
働参加率を、例えば北欧の水準に上げた場合、一
人当たりの GDP は、さらに 5％増加する可能性が
ある。」という。	 
日本では女性労働者は 30 歳代から 40 歳代半ば
まで下がり、グラフにした場合Ｍ字曲線を描く。23
ノルウェー、米国、ＥＵではＭ字形にはなってい
ない。原因としては、育児を支援する政策がない
こと、長時間労働を是とする日本企業の職場環境
が上げられるだろう。	 
	 	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
図 3	 女性の年齢階級別労働力率24	 	  
	 
政策に望む部分も大きいが、企業も企業経営にお
いてワークライフバランス推進などのダイバーシ
ティ・マネジメントが生き残りのために必要であ
るという視点で、女性労働者だけでなくさまざま
な条件の労働者が働き続ける環境作りを真剣に推
し進めていく必要性がある。	 
	 
3.2.2	 ワークライフバランスの定義	 
山口によると25、アメリカでワークライフバラ
ンス（仕事と生活の調和）という言葉が頻繁に使
用されるようになったのは 21 世紀に入ってから
であるという。2001 年に Hochschild が「The	 Time	 	 
Bind（時間の束縛）」の中でアメリカ人家族の実態
を描いてから、と言われているという。Hochschild
は「アメリカ人の大多数が『仕事と家族では、家
族の方が大切』と答えながら、実生活の時間の配
分では大部分を仕事に割かざるを得ず、家族時間
が著しく制限される結果、家庭生活がストレスの
多いものになってしまっていることを明らかにし
た。」ことが、ワークライフバランスという概念の
始まりだったようだ。 
日本でワークライフバランスという言葉の使用
とその概念の浸透については、山口が概観してい
る26ので、以下その内容を参考にまとめる。	 
日本では、パク・ジョアン・スックチャが「会社
人間が会社をつぶす―ワーク･ライフ･バランスの
提案」27でその概念を紹介したのが最初であると
している。パクは自分自身が子育てと仕事の両立
で悩んだ経験を経てアメリカでワーク･ライフ･バ
ランスという概念に出会い、これを研究し日本で
この概念を広めるべく起業している。『日本労働研
究雑誌』が 2002 年 6 月に「ワーク･ライフ･バラン
スを求めて」という特集号を組み、『季刊家計経済
研究』は 2006 年にワークライフバランス特集を組
んだ。佐藤博樹と武石恵美子は 2004 年に「男性の
育児休業：社員のニーズ、会社のメリット」28で
ワークライフバランスの重要性を次のように述べ
ている。	 
	 
アメリカにかぎらず、近年、国際的に、「ワー
ク･ライフ･バランス」の重要性が協調され、EU
諸国でも、労働組合が労働時間の短縮、柔軟化
を要求する動きが強まっている。子育てはもち
ろん、仕事と家庭のバランスへ、さらに仕事と
個人の生活のバランスへ、と、仕事と生活の両
方を充実することができる働き方への移行が、
働く人たちにとって大きな関心事となっている。
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働く人が望む方向は、企業経営にとっても重要
なテーマとなる。優秀な人材を確保し、その人
材が能力を発揮できる環境、そのキーワードが
「ワーク･ライフ･バランス」なのである。	 
	 
また大沢真知子が「ワークライフバランス社会
へ―個人が主役の働き方」29で、働く人々の側か
ら見たワークライフバランス社会の重要性を指摘
している。	 
山口は「わが国においてワークライフバランス
という言葉がより一般に行き渡り、また政策で考
慮されるようになったのは、内閣府が推進したこ
との影響が大きい。」と分析している。30内閣府は
平成 19 年版『男女共同参画白書』31で「国際比較
でみた男女共同参画の状況―女性の活躍とワー
ク･ライフ･バランス（仕事と生活の調和）―」を
特集している。それ以降の『男女共同参画白書』
でも男女共同参画社会の形成にとってワーク・ラ
イフ･バランスがいかに重要かを説いている。また、
平成 20 年には『少子化社会白書』32においても、
「仕事と生活の調和（ワークライフバランス）の
推進」を謳っている。平成 20 年以降、ワークライ
フバランスの達成できる社会の実現を男女共同参
画推進と少子化対策の双方の柱の一つに据えてい
るのである。	 
また、2007 年には内閣府男女共同参画会議「仕
事と生活の調和に関する専門調査会」が設置され、
この会によってワークライフバランスを「老若男
女誰もが、仕事、家庭生活、地域生活、個人の自
己啓発など、様々な活動について、自ら希望する
バランスで展開できる状態」と定義している。33	 
日本でワークライフバランスを考える時、欧米
と違い男女の雇用や昇進の機会においてまだまだ
均等とは言えない状態であることを勘案しないと
いけない。	 
「わが国の男女の経済格差の背景には、主たる
家計の担い手としての男性の長期雇用と家計の補
助としての女性の雇用という男女の伝統的分業を
前提とする雇用慣行を戦後の高度成長期を通じて
発達させてきた経緯がある。また、その結果とし
ての女性の高い離職率と企業の女性への統計的差
別がある。」と山口も述べている。34	 
ワークライフバランス社会とは、働く意志のあ
るすべての人に多様な働き方の選択を保障し、年
齢、性別などに関わらず働く機会を均等に提供す
ることが可能になった社会のことを指す。わが国
ではいまだ女性が働く環境は十分に整っていると
は言いがたく、内閣府の取組みによってその概念
が浸透したことには意義があると言えるだろうが、
まだまだ達成への道のりは遠いと感じる。現在よ
いきざしが見えており、今後の成り行きを期待し
ている。	 
	 
3.2.3	 具体的な方策の提案	 
	 A 社は代表取締役会長が女性であり、取締役に 2
名女性を登用しており、女性が活躍できる企業で
あると言えるだろう。図書館受託現場ではスタッ
フの 85％は女性であり、女性の働きやすい職場環
境を整えることで図書館現場での離職者を減少さ
せることが可能と考える。	 
	 以下、ワークライフバランスに配慮して、取り
組んでいくべき方策について提案する。	 
	 
（1）長期的な就業支援	 
企業姿勢として、産前産後休暇・育児休暇を取
得後、復職することを可能な限り応援する姿勢を
うちだす。図書館業務の経験のあるシェアスタッ
フ（短時間勤務スタッフ）を効果的に配置する人
員計画を考え、新人教育やチーム内の相談役など
の役割を担える可能性もさぐる。また、長期的な
就業についての相談窓口を設ける、もしくは地域
の担当者が相談を受け付けるなど、窓口を明確に
し、実情に合わせた支援が行えるような体制を作
る。	 
	 
（2）休職中のスキルアップ支援	 	 
e-ラーニングのシステムを活用し、育児休暇中
に学習できる体制を整える。有料で行うことで、
スタッフに対しては復職し一定期間働いたら受講
料を免除することとし、外部開放する。社会復帰
できるか不安である時期に自宅で研修できるシス
テムは有効である。また、育児休暇中のスタッフ
のためグループウェアを活用した交流を行ったり、
実際に集まる機会も提供する。	 
	 
（3）妊娠中・育児中のスタッフを雇用する図書館
へのインセンティブ	 
	 妊娠中や育児中のスタッフが所属する館では体
調不良や子どもの病気・怪我などで休業しても困
らないような人員体制を組む必要がある。産休・
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育休取得を促進するためには、妊娠して働き続け
るスタッフ、育児休暇取得後復職するスタッフな
どの所属する館へインセンティブを与えることは
有効である。	 
	 
（4）働き方について考える機会の提示	 
	 ワークライフバランスへの理解を浸透させるよ
う、講演会や、実践者の体験発表などを行う。	 
	 
（5）託児サービスの自社展開	 
	 2012 年度にまとめた論文でも提案したが、奇し
くも A 社にて託児サービスを開始することとなっ
た。35利用者向けだけではなく、スタッフや自治
体職員へのサービス提供も視野に入れたい。他業
種で行っている例があるが、人材の確保に一役買
っている。	 
	 
（6）「くるみんマーク」36認定	 
平成17年4月に施行された次世代育成支援対策
推進法による取組みで、一般事業主行動計画を策
定・実施し、目標を達成した場合、事業主は「子
育てサポート企業」として厚生労働大臣の認定を
受けることができるという制度を活用すると、次
世代認定マーク（愛称：くるみん）を使用するこ
とができる。採用・定着に対して一定のアピール
力があり、また社内でも男性が育児休暇をとりや
すくなるなどの効果が期待できる。	 
 
4	 図書館員養成についての提案	 
	 受託企業に所属する図書館員の研修制度につい
ての提案をし、受託事業の付加価値とする目的で
研究を進めてきた。しかし、調査を進める過程で
「公立図書館における図書館職員の研修に関する
報告書」37などの調査結果を見て、正職員の研修
機会や研修内容の貧弱さを知り、図書館員の研修
については図書館界全体の問題であることを認識
した。	 
根本は「資格を名乗る以上、一定の知識と技術
が身につけられているのかどうか対外的に示さな
ければならないが、司書資格は養成機関の課程認
定もなければ資格試験もなく、基準が不明なまま
に単位を集めることで資格になってしまうという、
不思議な制度である。」38と指摘している。図書館
関係者や大学関係者もそのことに気付きながらも
何もできないまま今に至り、その結果として図書
館専門職の必要性が社会的に認知されて来なかっ
た。司書資格取得者は年間 1 万人程度おり、現在
36,857 人の図書館員が公共図書館で働いている39
ことを考えると、その質が保証されていないこと
は非常に大きな問題であろう。	 
	 上記をふまえ、公共図書館で勤務している図書
館員すべてを対象とした図書館員養成事業につい
て考察を進めた。	 
	 
4.1	 図書館員養成の現状	 
図書館員の養成や研修についての考え方は、大
きく分けて 2 つの流れに分けられる。一つは、日
本図書館情報学会を中心とした、大学院レベルで
の図書館情報学教育が必要であるという考え方で
あり、もう一つは日本図書館協会を中心とした図
書館業務分析に基づいた、実務に重点を置いた研
修をおこなうべきとする考え方である。	 
	 大学院での図書館情報学教育については LIPER
報告書40において詳しく論じられている。この報
告書に基づき、現時点で可能な事業として図書館
情報学検定試験が始まっていると考えられる。	 
一方、日本図書館協会では 2000 年より中堅職員
ステップアップ研修の実施を始め、2004 年からは
中堅職員ステップアップ研修Ⅱが実施されている。
これらの研修は日本図書館協会「専門性の確立と
強化を目指す研修事業ワーキンググループ（第 2
次）報告書」41において公表されている公共図書
館の業務分析に基づき、研修内容が組み立てられ
ている。また、2010 年より日本図書館協会認定司
書制度が始まった。現在までに 84 名が認定された。
日本図書館協会認定司書制度は中堅職員ステップ
アップ研修とは連動する制度設計がなされている。	 
	 現在のところ、図書館情報学検定試験と日本図
書館協会認定司書制度との間には連動するなどの
関連性はない。	 
	 
4.2	 資格制度の創設についての提案	 
	 根本は「専門職の再創造」が必要だと述べ、42以
下のように主張している。「国家公務員、法人職員、
地方公共団体職員といった個別機関のなかに正規
職としての専門職を認めさせることが困難になっ
ている現在、臨時職員、委託先や指定管理機関の
職員、派遣職員など非正規雇用の職員も含めて改
めて、横断的な図書館専門職をいかにつくってい
くかという議論が必要になっている。」また、図書
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館員養成について試験制度を組み込むことで、求
人側にとっても応募者が一定の知識や技術が身に
ついていることが試験によって保証されているこ
とになり、採用決定しやすくなるとも指摘してい
る。根本はまた養成教育の今後について、「図書館
界だけで背負い込まずに、利害関係者全体で解を
求めることが大事である。」と述べている。43	 例
えば、地域公共政策士の例などは、大学、自治体、
NPO、経済団体などが連携して創設した資格である。	 
	 図書館界と利害関係者全体で協力し合って、資
格制度を創設することについて提案する。この提
案は、現在司書資格を有し実際に図書館で勤務し
ている図書館員を対象に「情報専門職」（仮称）と
しての資格を付与する仕組みである。	 
	 
「情報専門職資格制度」（仮称）	 
	 
この資格は LIPER 報告書44の「図書館情報学カ
リキュラム案」に基づいている。このカリキュラ
ム案は今後司書課程を見直し大学院での実施を前
提として考えられているが、現在図書館業務に従
事している図書館員に「情報専門職」としての資
格を付与するためには、同様の知識や理論習得が
必要となるだろう。「情報専門職」としての能力を
次の三点で確認する。一つは基礎的な理論の習得
度であり、もう一つは自ら行っている業務につい
て分析し報告する能力があるか、最後に自己研鑽
する態度であると考える。	 
	 
（1）	 目的	 図書館実務を行なっている者の、知
識や理論の習得、業務報告や分析、自己研
鑽の姿勢を確認し、「情報専門職」資格を付
与することで、図書館員の地位向上と社会
的認知度を高めることが目的である。	 
（2）	 受験資格	 司書資格を取得した者で、かつ
図書館で実務についている者とする。所属
は問わない。	 
（3）試験方法	 方法は、2 種類の確認方法を組み
合わせて行う。	 
1．「図書館情報学カリキュラム案」の内容
の中で従来の司書課程でカバーできて
いない内容や分野についての講義を受
け、習得度を試験形式で確認する。	 
2．実務報告と研修計画立案などのポートフ
ォリオを評価する。このポートフォリオ
の実務報告に基づきレベル認定をする。
（ポートフォリオ評価については呑海が
詳しく報告している。45）	 
（4）試験の評価	 
	 	 	 1．採点を経て、合否を判定する。	 
	 	 	 2．評価内容によって、レベル認定する。	 
（5）	 実施主体	 関係者一同が共同出資して法人
を設立する。図書館情報学会、日本図書館
協会、司書課程設置大学、受託企業等で法
人を設立することを考えている。	 
	 	 	 1．講座内容、試験問題作成、判定にわたり
図書館情報学の大学教員を想定している。	 
2．図書館実務経験者の中で研究発表など指
導的立場であることが顕著な者による。	 
（6）実施方法	 	 
1．当初は実験的に東京、大阪などで実施す
るが、ゆくゆくは全国的に行う	 
2．判定者を確保すれば全国で一斉に開始で
きる。	 
	 
5	 受託事業価格の問題点	 
5.1	 受託事業価格の問題点	 
現在の地方自治体の財政状況の悪さを澤野は以
下のように論じている。「いま日本の多くの地方自
治体は財政難に直面しており、その立て直しが急
がれている。しかし近年は、従来から採用されて
きた経費削減や事業削減の手法では、もはや自治
体財政の再建が難しい状況に追い込まれている。
このため各地方自治体は、大幅に業務の見直しを
行い、財政収支の改善を計ろうとしている。」また、
「地方自治体が民間委託を採用する理由には、民
間活力を利用した業務の効率化を実現し、結果と
して財政支出を抑制することを目的としていると
いう側面がある。」という。46しかし、公会計制度
では業務にかかるすべての経費が明確になってお
らず、民間の経営の考え方とのずれがある。地方
公共団体においても、企業会計の手法を活用し、
財務状況の透明性と説明責任が求められるように
なってきたため、財務諸表の整備とそれらの情報
開示の検討が進められるべきである。	 
山本は、指定管理者制度の問題点として、A 社
などの出版流通業者の受託事業へのスタンスを
「委託料で元が取れなくても、書籍の納入事業と
あわせてペイできると踏んでいるのではないか」
との危惧を表明している47。図書館運営を受託し
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ていても、図書や MARC はまた別に入札で業者を決
定するのだからこの理屈は成り立たない。	 
「設置者の図書館設置の目的と企業の経営目的
との間に齟齬を生じかねない」48と言う点につい
ては、設置者が明確な図書館運営のビジョンを持
ち、具体的に示せば、齟齬は生じない。「委託料の
低価格を固定化し、雇用の不安定化につながる恐
れがある。」49という指摘については、そのような
企業が受託できないような仕組みを作ることで回
避できる。	 	 
受託事業者はスタッフに安定した雇用や正当な
給与の支払いを行い、手厚い研修制度で図書館員
として育成していかねば将来的には成り立たない
事業である。図書館員の社会的地位が上がり、図
書館の必要性が社会に認められ、相応の予算がつ
くよう働きかけていくことが必要である。多くは
ないが、社会教育や地域の文化拠点として、図書
館の重要性を十分認識している自治体がある。そ
ういった自治体では、図書館にも十分な予算が充
てられており、余裕のある人員配置で丁寧なサー
ビスを行うことが可能となっている。また、予算
が限られているのなら、サービスを絞り込んで、
重点的に予算を投入することで、特色を打ち出す
ということも考えられる。図書館運営そのものに
根本的な変革が求められているのではないだろう
か。	 
また、一般的に提案書作成時には直営時のデー
タ（入館者数、貸出冊数等）を元に物件費と人件
費（労働時間を試算し配置人員数を決定）の積算
を行う。自治体提示の上限額がある場合は、それ
に基づき逆算して人件費の単価を決定することに
なる。プロポーザル方式、総合評価制度方式、一
般競争入札のどれであっても、提示価格によって
受託できるかどうかが決まることに変わりはなく、
結果的に積算した金額を圧縮して提示することも
ある。必要な経費を算出した上で適正な金額で委
託する（受託する）仕組みをつくりあげる必要が
ある。	 
受託事業は売上原価の大部分をスタッフ人件費
（給与、通勤費、法定福利費）が占める特殊な業
態である。民間委託後、サービス向上し利用者が
増えた場合、間違いなく採算が取れなくなる。細
やかにサービスすればするほど人件費や諸経費が
増え、運営を圧迫するというのはどの受託現場で
も起っていることである。	 
受託事業者は自治体側の仕様書に基づき、業務
の質や量を想定し、配置人員数を決め、見積もり
をする。ところが、仕様書は複雑な業務のすべて
が明確にわかるようには表記できていない。特に、
質についてはどの程度の要求水準であるかは具体
的には記されておらず、受託開始後に初めて明ら
かになるということも多い。	 
	 
5.2	 図書館業務の正しい評価基準	 
	 図書館業務を評価する指標そのものについて議
論があるが、公共図書館ではそもそも業務分析が
進んでいないのが実情である。例えば、大庭の大
学図書館の業務分析においては、専門的業務と非
専門的業務に分け、専門的業務を「図書館業務に
ついての専門的知識・技能・経験等を必要とし、
これに基づいて、自己の責任と判断とによって実
行しなくてはならないもの」、非専門的業務を「図
書館業務についての専門的知識等がなくても、専
門職の指揮・監督・指導のもとに、処理しうる補
助的業務や日常的な業務」と位置づけている。50公
共図書館でも同様の仕分けが必要という指摘51も
ある。	 
	 日本図書館協会では「専門性の確立と強化を目
指す研修事業検討ワーキンググループ（第 2 次）
報告書」52における公共図書館の業務分析におい
ては、1	 経営管理	 2	 資料管理	 3 利用サービス	 
4	 システムの活用と運用管理	 に分けて分析さ
れている。図書館問題研究会も『公共図書館職務
区分表』53を作成している。この二つを比較する
と、項目の設定には若干の違いはあるが、大きく
異なる点はない。先進技術の研究と導入に関する
事項という項目が図書館問題研究会の『公共図書
館職務区分表』にはある。	 
	 業務分析を経て、図書館の個々の業務の質と量
の評価を行うことが必要である。業務の質の評価
（受託側としては業務内容の質の保証）は数値化
することが難しいが、前章で提案したような資格
があれば、資格取得者のレベルとその配置人数を
明確にすることで容易になると推測される。	 
また、自治体として目指す具体的な図書館の将
来像を想定し、そこへ行き着くための計画と段階
的な目標も設定し、そこに至る過程に対する評価
もするべきである。受託期間内に長期的視野を持
って業務を行うためにはやはり明確な指針となる
ものが必要である。	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5.3	 インセンティブ条項の制度設計	 
これまで述べた問題点を改善するために、評価
基準にのっとり受託契約にインセンティブ条項を
必ず取り入れることを提案したい。事例としては、
PFI で桑名市立図書館、府中市立図書館、指定管
理者制度では大東市立図書館、北九州市立図書館
などの事例がある。このうち、北九州市立図書館
では、アイディア提案制度があり、新たなサービ
スを提案し自治体側の許可が得られれば追加で予
算をもらえる制度がある。54円滑な業務を行い、
かつ評価されるべき図書館活動を行なった場合に
適応されるインセンティブ条項について、内閣府
の調査によるといくつかのパターンがあり、下記
に引用する。55	 
	 
1	 委託費を増加しないケース	 
（1）ボーナスポイント等によるペナルティポイ
ントの相殺（モニタリングの結果に基づく）	 
（2）次回選定時での加点	 
2	 委託費を増加させるケース	 
（1）利用者数等を指標とした変動費支払の仕組
み	 	 	 	 	 	 	 
（2）利用者数等が一定の水準を越えた場合に、
追加的に費用を支払う仕組み	 
	 
	 多くの受託事業は限られた契約金額の中で運営
をしているのが実態であり、2 のように委託費を
増加させる仕組みが望ましい。しかし、指標は利
用者数等の量的指標だけではないだろう。例えば
利用者数以外に考えられるのは、入館者数、資料
受入冊数、予約件数、予約連絡件数、延滞督促件
数、書庫出納件数、相互貸借件数、行事参加者数、
問い合わせ件数等の増加に対するインセンティブ
である。WEB 上での予約や電子図書館システムな
どが導入されると来館者数は減少することもあり、
さまざまな指標を組み合わせての評価基準を設定
していかなくてはならないだろう。そして、前項
で述べたような質に対する評価とそのインセンテ
ィブも必要である。	 
また、図書館業務の負の要素への対応を評価し、
インセンティブにつなげていく必要があると考え
る。いわゆる問題利用者対応件数とその内容、危
機管理対応の件数とその内容に応じて支払われる
インセンティブである。誰でも入館できる公共図
書館では近年特に、クレーマーや変質者、犯罪者
などの来館も多く、多くの時間や労力を問題利用
者の対応に費やしている。そういった対応への評
価がなければ、治安がよくない地域の公共図書館
の受託はどの事業者も敬遠するといった事態が起
ることになるだろう。公共図書館では問題利用者
対応でスタッフがメンタル不調を訴え、配置転換
や退職に至るケースが多いことも事実である。	 
また、委託契約期間が短い場合は 1（2）も事業
者側のモチベーションを上げる効果が期待できる。
大阪府立図書館の図書館協議会の概要によると、
大阪府立図書館の大阪版市場化テストでもインセ
ンティブについて触れられており、業者側への次
回選定時の加点等も検討されている。56	 
	 
6	 終わりに	 
	 これまで、公共図書館の受託事業における問題
点を指摘し、改善のための提案を考察した。特に
資格制度の創設については、雇用状況の打開のた
め雇用者、被雇用者ともに必要とされていること
だろう。所属に関わらず、図書館員としてのスキ
ルで評価される時が来ることを心から待ち望んで
いる。 
	 
※この論文は 2012 年時点における状況を考察し
た修士論文をまとめたものである。2 年近くたち
状況が変わってきている部分もあり、今回加筆修
正を行った。	 
	 
追記	 
南氏とは、私の大学院在学時代に教室や授業後
の先生方を囲む会などでご一緒させていただく機
会が多々あった。いつも優しく温かく見守ってく
ださったので、自分の発表の時など教室にお姿を
見かけるとほっとしたものだ。私のこの研究での
提案についても「実現できる」と言ってくださっ
た言葉をうれしい思いとともに記憶している。南
氏のご冥福をお祈りするとともに、生涯学び続け
る姿勢を受け継ぎ精進していきたいと思う。	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